
別紙３

１　総括１　総括１　総括１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

※ １　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、平成20年4月1日現在の人数である。

（３）特記事項

・ 平成16年3月1日合併

・ 平成17年度及び平成18年度の2年間、一般職職員の給与抑制措置を実施

（４）ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

※ 1 ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

（５）給与改定の状況

①月例給

※

②特別給

※

平成

21年度

円 円 円 ％ ％

「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び

勤勉手当の年間支給月数である。

郡上市の給与・定員管理等について

月 月

（　　％）

A B A-B （改定月数）

平成

21年度

円 円 月 月

「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の4月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額で

ある。

区分

（　　％）

％

（参考）一般市平均

1人あたり給与費

千円

6,132

人事委員会の勧告

年間支給月数

（参考）

民間の給与支給割合 公務員の支給月数
格差 勧告 国の年間支給月数

人事委員会の勧告 （参考）

民間給与

A B A-B （改定率）

給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　B

給与費 1人あたり

給与費　B/A

区分

平成

20年度

職員数

A

人

628

公務員給与 格差 勧告 給与改定率 国の改定率

千円

5,631

千円 千円 千円 千円

2,260,912 357,301 918,497 3,536,710

区分

住民基本台帳人口

（平成20年度末）

区分

平成

20年度

歳出額 実質収支

人

47,250

千円 千円 千円

27,972,242 879,531 4,830,519

％

18.4

％

17.3

人件費

A B

（参考）

平成19年度の人件費率

人件費率

B/A

87.0

96.2
98.2

90.6

95.6
98.4

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

郡上市 類似団体平均 全国市平均

（H16） （H21） （H16） （H21） （H16） （H21）

1／11



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成21年4月1日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

46.5 歳 人 円 円 円 － 歳 円

44.3 歳 人 円 円 円 44.2 歳 円

48.8 歳 人 円 円 円 43.4 歳 円

53.3 歳 人 円 円 円 54.5 歳 円

42.7 歳 人 円 円 円 53.6 歳 円

46.6 歳 人 円 円 円 － 歳 円

50.2 歳 人 円 円 円 － 歳 円

49.2 歳 人 円 円 円 － 歳 円

48.2 歳 人 円 円 円 － 歳 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成18～20年の3ヶ年平均）

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※

③小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

④看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

※ 1 「平均給料月額」とは、平成21年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

2

国 37.6 280,303 - 318,665

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

郡上市 42.3 290,800 331,054

都道府県 40.1 320,595 396,029

296,528

352,324

310,272

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸

手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含

まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

類似団体 39.9 297,401 346,345

328,254

279,355

417,678

347,062

岐阜県

類似団体

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

39.3

43.1

43.9

262,700

372,702

平均給与月額

（国ベース）

4,896,800

4,019,484うちその他

299,100

233,705

区分

郡上市

うち清掃職員

うち学校給食員

うち用務員

うち自動車運転手

年収ベース（試算値）の比較

参考

C/D

年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年

度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

区分

郡上市

-

公務員　C 民間　D

-

1.1

1.1

1.4

1.3

-

4,234,713 -

4,156,100

3,700,600

3,027,000

3,789,300

4,671,760

3,957,900

4,256,640

民間 参考

A/B

－

－

－

－

平均給与月額

B

－

299,900

271,800

214,000用務員

自動車運転手

－

270,800

－

1.0

0.9

1.2

1.1

－

－

－

－

337,799

322,737

318,612

302,500

251,624

346,961

-

329,184

－

－

－

公務員

平均年齢

対応する民間

の類似職種

－

廃棄物処理員

調理士

平均給与月額

（国ベース）

248,959

277,607

236,333

223,900

312,359

285,548

305,088

平均給料月額

平均給与月額

A

262,559

288,413

237,000

325,521

職員数

64

15

3

5

うち自動車運転手

うちその他

岐阜県

国

3

38

296

4429

32

236,400

256,700

232,000

257,000

263,800

- 391,770

郡上市 316,200 363,688 336,838

平均給料月額 平均給与月額

平均給与月額

類似団体

平均年齢

（国ベース）

区分

郡上市

うち清掃職員

うち学校給食員

うち用務員 259,820 257,000

類似団体 328,447 379,013 355,660

44.1

41.8

41.5

43.3

岐阜県 325,502 385,519 367,233

国

区分 平均年齢
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（２）職員の初任給の状況（平成21年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成21年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成21年4月1日現在）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

※ 1 郡上市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

※ 平成18年に8級制から6級制に変更している。（旧給料表の1級及び1級並びに4級及び5級をそれぞれ統合）

構成比職員数標準的な職務内容区分

1級

2級

29

95

看護・保健職 大学卒 255,200 299,600

3級

4級

5級

6級

主事

主任

係長、主任主査、主査

課長補佐

課長

部長

136

125

57

14

6.4

20.8

29.8

27.4

12.5

3.1

中学卒 － － 215,800

328,450

短大卒 245,640 277,625 294,100

教育職 大学卒 － － －

高校卒 － － －

一般行政職 大学卒 241,744 306,500 312,467

高校卒 201,800 245,470 281,986

技能労務職 高校卒 187,300 200,750 275,500

－

中学卒

大学卒

高校卒

大学卒

教育職

－

区分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

看護・保健職

－

－

－

180,500

172,542

139,443

139,443

128,442

192,711

－

－

－短大卒

大学卒 172,200

140,100

137,200

129,200

172,200

140,100

201,100

郡上市 岐阜県 国区分

高校卒

一般行政職

技能労務職

高校卒

172,200

140,100

－

6.4% 8.9% 6.3%

20.8% 20.3%
17.6%

29.8% 27.7%
20.9%

27.4% 27.5%

12.2%

12.5% 12.6%

14.6%

3.1% 3.0%

15.4%

10.8%
2.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

8級

7級

6級

5級

4級

3級

2級

1級

H21の構成比 5年前（H16)の構成比1年前（H20)の構成比
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（２）昇給への勤務成績の反映状況

※ 対象者は、市長部局の行政職給料表適用者である。

４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

※ （　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

平成21年6月期 単位：人

平成21年12月期 単位：人

※ 対象者は、6月期及び12月期のいずれも、市長部局の行政職給料表適用者である。

（２）退職手当

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 勤続20年

勤続25年 勤続25年

勤続35年 勤続35年

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　－　　　）

※ 退職手当の1人当たり平均支給額は、平成20年度に退職した職員に支給された平均額である。

59.28 月分 59.28 月分 59.28 月分 59.28 月分

千円千円1人あたり平均支給額 4,156 18,395

定年前早期退職特例措置（2～20%加算）

23.50 月分 30.55 月分

33.50 月分 41.34 月分

47.50 月分

月分

59.28 月分 59.28 月分

585

月分

月分

月分

23.50

33.50

47.50

30.55 月分

41.34

定年前早期退職特例措置（2～20%加算）

郡上市 国

合計

特に優秀 優秀 良好 良好でない 良好でない

区分

S A B C D

合計 59 188 338 0 0

64

特定管理職員以外 51 161 309 521

特定管理職員 8 27 29

合計 0 0 573 2 0 575

65

特定管理職員以外 508 2 510

特定管理職員 65

D

合計

特に優秀 優秀 良好 良好でない 良好でない

3.00 月分

月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％

・管理加算　10～25％

月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％

月分 (0.75） (0.75）月分(1.60）(1.60）

区分

S A B

郡上市

1人あたり平均支給額（平成20年度）

千円1,504

（平成20年度支給割合）

勤勉手当期末手当 勤勉手当

3.00

(1.60）

1.50

(0.75）

月分

月分

月分

月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15％

C

・管理加算　15、25％

国

－

千円

（平成20年度支給割合）

期末手当

435 0 0 585

初任層 38 144

岐阜県

1人あたり平均支給額（平成20年度）

1,827 千円

1.50 月分

（平成20年度支給割合）

期末手当

182

合計 0 150

勤勉手当

3.00 月分 1.50 月分

極めて良好 特に良好 良好 やや良好でない 良好でない

合計区分

A B C D E

64

中間層 88 251 339

管理職層 24 40
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（３）地域手当

（平成21年4月1日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（平成22年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

※ 国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

（４）特殊勤務手当

病院、診療所等に勤務する医師 医療業務 市内1回5,000円

市外１回10,000円

清掃業務手当 環境衛生センター、郡上クリーンセン

ター及び郡上北部クリーンセンターに

勤務する職員

廃棄物処理業 1日150円

家畜診療手当 家畜の診療業務に従事する獣医師 家畜診療業務

へき地診療・住民健診手当

1日1,000円

夜間看護手当 ①郡上市民病院に勤務する助産師、

看護師、准看護師

②白鳥病院に勤務する助産師、看護

師、准看護師

③和良病院に勤務する助産師、看護

師、准看護師

夜間看護業務 ①1回6,800円

②1回4,300円

③1回2,500円

火葬手当 右記の業務に従事する職員 死体の火葬等の業務 1体5,000円

国の制度（支給率）支給対象地域 支給率

薬物細菌等取扱手当 病院、診療所等に勤務する臨床検査

技師

臨床検査業務 1日150円

家畜人工授精手当 家畜の人工授精に従事する職員 家畜人工授精業務 1日150円

放射線取扱手当 病院及び診療所等に勤務する診療放

射線技師

診療放射線業務 ①1回3,800円

②1回2,500円

夜間介護手当 ①郡上市民病院、白鳥病院及び郡上

偕楽園に勤務する介護福祉士等

②和良病院及び和良介護老人　保健

施設に勤務する介護福祉士等

夜間介護業務 ①1回3,800円

②1回2,500円

死体取扱手当 右記の業務に従事した職員 行旅病人の救護及び行旅死

亡人の死体処理作業

1体1,000円。ただし、心身に

著しい負担を与える場合1体

2,000円。

支給職員1人あたり平均支給年額（平成20年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度）

手当の種類（手当数）

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務主な支給対象職員手当の名称

支給実績（平成20年度決算） 64,994

219,574

29.2

千円

円

％

13

支給対象地域 支給率

千円

千円

国の制度（支給率）

支給職員1人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

支給実績（平成20年度決算）

支給対象職員数
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（５）時間外勤務手当

（６）その他の手当（平成21年4月1日現在）

内容及び支給単価

国の制度と

の同異

国の制度と

異なる内容

支給実績

（平成20年度決算）

千円

千円

千円

千円

支給職員1人あたり

平均支給年額

（平成20年度決算）

早朝の給食調理業務 1日150円

手当名

支給実績（平成20年度決算）

職員1人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

支給実績（平成19年度決算）

職員1人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

228

191,171

251

155,155

消防手当 消防本部及び消防署に勤務する職員 消防業務 1日150円

救急救命手当 救急救命業務に従事する職員 救急救命業務 1日150円

早朝勤務手当 病院及び診療所等において給食調理

業務に従事する職員

初任給調整手

当

宿日直手当

●一般の宿日直：4,200円/回

●特別の宿日直

　 ①医師：20,000円/回

　 ②獣医師等：10,000円/回

　 ③人工授精師：7,200円/回

※勤務時間が5時間未満の場合は、

100分の50を乗じて得た額

同じ － 67,805 千円

次の職員に対して、採用による欠員の

補充が困難であると認められる場合

に一定の期間支給する。

●医師・歯科医師　最高　月額

306,900円

●医療系技官　最高　月額50,000円

●その他の特殊・専門的知識を必要

とする職　月額2,500円

同じ －

住居手当

通勤手当

●借家・借間に係る手当

・月額12,000円を超える家賃を負担し

ている職員に対し家賃額に応じ月額

27,000円まで

●自宅に係る手当

・月額2,500円（新築又は購入の日か

ら5年間）　H21.12から廃止

同じ － 22,040 千円 198,559 円

264,293

●配偶者：月額13,000円

●その他の扶養親族：月額6,000円

・配偶者がない場合、そのうち１人は

11,000円

・扶養親族でない配偶者がある場合、

そのうち１人は6,500円

●16歳から22歳の間にある子につい

ては、当該年度中は額5,000円を加算

同じ － 千円

80,352 円

137,168 円

●交通機関等利用者

・運賃相当額に応じ月額55,000円まで

●自動車等使用者

・片道２㎞以上の使用者に対し距離に

応じ月額2,000円から月額24,500円ま

で

同じ － 61,630 千円

139,804 円

85,603 千円 3,057,250 円

扶養手当
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５　特別職の報酬等の状況（平成21年4月1日現在）５　特別職の報酬等の状況（平成21年4月1日現在）５　特別職の報酬等の状況（平成21年4月1日現在）５　特別職の報酬等の状況（平成21年4月1日現在）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

（平成21年度支給割合）

月分

（平成21年度支給割合）

月分

千円

千円

※ 1 給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

2

3

円寒冷地手当

国に準じ、経過措置として、平成１６年

度及び17年度は改正前の額を支給

（据置き）。平成18年度から逓減措置

を講じ、平成21年度までに経過措置を

完了する。

同じ －

管理職手当

●一般行政職の場合 （給料に対する

支給割合）

　①部長：33,200円

　②課（所・室）長：23,800円

　③主幹､現地機関の長等：15,900円

※平成19年4月1日から定額化を実施

しており、定額化後の手当額が平成19

年3月31日現在の手当額に達しない

場合は、経過措置によりその差額を平

成22年度まで段階的に縮小して支給

する。

同じ － 38,854 千円 392,465 円

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後10時から

翌日の午前５時までの間に勤務する

ことを命ぜられた職員に対し、勤務１

時間につき１時間当たりの給与額の

100分の25を支給

同じ － 25,394 千円 137,265 円

878 千円

区分

市長

副市長

収入役

850,000

646,000

－

680,000

－

940,000 259,000

（参考）類似団体における最高／最低額

769,000

62,714

－

報

酬

市長

副市長

収入役

4.15

249,000

－ －

給

料

給料月額等

765,000

退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた場合

における退職手当の見込額である。

平成17年4月1日より収入役を設置せず、収入役の事務は平成19年3月31日まで助役が兼掌していた。な

お、平成19年4月1日からは地方自治法の改正に伴い、収入役に替えて一般職である会計管理者が行って

議長 380,000 598,000 230,000

－

副議長 320,000 522,000 200,000

－

議員 288,000 465,000 180,000

（算定方式） （1期の手当額）

17,000

8,160

（支給時期）

－

市長 任期ごと

副市長 任期ごと

議長

副議長 4.15

議員

期

末

手

当

退

職

手

当

収入役 －

備考

850,000円×在職年数×5

680,000円×在職年数×3

－
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６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年4月1日現在）

人

人）

人

人）

［ ］ ［ ］ ［ ］ 人

※ 1 職員数は一般職に属する職員数である。

2 [　 ]内は、条例定数の合計である。

（２）年齢別職員構成の状況（平成21年4月1日現在）

児童数の減による保育担当職員の減等

退職者不補充等

＜参考＞

組織見直しによる増等

△ 7

△ 18

0

主な増減理由

組織統合、退職者不補充等

事務の合理化等

退職者不補充

事務の合理化等

0

△ 11

△ 2

△ 1

△ 1

△ 3

0

△ 3

△ 2

△ 1

210.58

94.81

96.38

人口1万人あたり職員数

(類似団体の人口1万人あたり職員数）

人口1万人あたり職員数 130.79

(類似団体の人口1万人あたり職員数）

人口1万人あたり職員数

事務の合理化等

退職者不補充等

＜参考＞

＜参考＞

事務の合理化等

事務の合理化等

平成21年度

職員数

3

128

63

109

48

28

55

24

△ 12

1

15

78

377

995

1,138

対前年

増減数

0

△ 2

△ 2

△ 2

448

88

82

618

266

18

22

53

28

45

16

消防部門

小計

107

62

部門

水道

下水道

その他

19

268

629

82

87

460

小計

会

計

部

門

公

営

企

業

等

130

3

平成20年度

区分

職員数

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

区分

病院

普

通

会

計

部

門

民生

衛生

計

一

般

行

政

部

門

教育部門

議会

総務

税務

農林水産

商工

土木

合計

1,138

1,013

384

81

59歳 以上

人

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

994

計

人

4 26 43 91 131 96 101 104 147 166 83 2

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

～20 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60～

構成比

1年前の構成比
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（３）定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

（参考）郡上市定員適正化計画における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

※ 1 計画期間は、17年度～24年度である。

2 （　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

3 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの職員増減数の累計を示す。

７　公営企業職員の状況７　公営企業職員の状況７　公営企業職員の状況７　公営企業職員の状況

（１）水道事業

①職員給与の状況

ア　決算

※ １　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、平成20年4月1日現在の人数である。

イ　特記事項

・ 平成16年3月1日合併

・ 平成17年度及び平成18年度の2年間、一般職職員の給与抑制措置を実施

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成21年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

平成17年4月1日

職員数

平成22年4月1日

職員数

純減数 純減率

（参考）

数値目標

397

△ 147

77

△ 22

人 人 人 ％

1,084 981 103 9.5

平成17年4月1日 平成25年4月1日

始期 終期

計画期間

目標数値

約14％の純減

17年～22年

計

△ 96 65.3%

△ 11 50.0%

部門

区分

職員数

18年

1年目

19年 20年

522 460

△ 6 △ 7

99

76

365

80

△ 20

1,064 1,040 1,013

78 82

2 2

△ 22 △ 33

93 8794

1

職員数

増減

6 100.0%

12 150.0%

21年 22年

2年目 3年目 4年目 5年目

1,084 995

448

△ 12

88

1

増減

△ 18△ 24

82

6

373

8

929

給与費　B/A 1人あたり給与費

△ 27

384

11

25.0

総費用に占める （参考）

7,655

区分

職員数 給与費 1人あたり （参考）一般市平均

A

職員数

増減

職員数

増減 2

373

2

493

△ 29

平成17年

計画始期

544

一般行政

教育

消防

公営企業

等会計

371

6

△ 89 57.4%

82

0

377

△ 7

370,362 564,094

23.627,410 62,445264,213

平成

20年度

計

職員数

増減 △ 155

純損益又は 職員給与費

実質収支 職員給与費比率 平成19年度の総費用に

平成

20年度

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

9 35,944 5,296 13,776 55,016 6,113

区分

A B

千円 千円 千円

B／A 占める職員給与費比率

％ ％

総費用

給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　B

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

郡上市 46.9 336,400 481,304

団体平均 45.6

事業者 － －
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③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

※ （　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成21年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 勤続20年

勤続25年 勤続25年

勤続35年 勤続35年

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　－　　　） （退職時特別昇給　　　－　　　）

千円 千円 千円 千円

※ 退職手当の1人当たり平均支給額は、平成20年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（平成21年4月1日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（平成22年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

※ 国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

エ　特殊勤務手当

1人あたり平均支給額（平成20年度） 1人あたり平均支給額（平成20年度）

1,531 千円 1,768 千円

（平成20年度支給割合） （平成20年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

郡上市 市町村（一般行政職・団体平均等）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置職制上の段階、職務の級等による加算措置

59.28 月分

郡上市 市町村（一般行政職・団体平均等）

3.00 月分 1.50 月分 3.00 月分 1.50 月分

（1.60） 月分 （0.75） 月分 （1.60） 月分 （0.75） 月分

23.50 月分 30.55 月分 23.50 月分 30.55 月分

33.50 月分 41.34 月分 33.50 月分 41.34 月分

47.50 月分 59.28 月分 47.50 月分 59.28 月分

59.28 月分 59.28 月分

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

1人あたり平均支給額 － －

支給実績（平成20年度決算） 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 千円

1人あたり平均支給額 － 15,530

定年前早期退職特例措置（2～20%加算） 定年前早期退職特例措置（2～20%加算）

59.28 月分

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

千円

支給職員1人あたり平均支給年額（平成20年度決算） 円

支給実績（平成20年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度） ％

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価
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オ　時間外勤務手当

※ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当

④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

※ 定員適正化計画については市全体として策定しているため、本項目は省略する。

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

→６（３）②を参照

円

通勤手当

寒冷地手当

国に準じ、経過措置として、平成１６年

度及び17年度は改正前の額を支給

（据置き）。平成18年度から逓減措置

を講じ、平成21年度までに経過措置を

完了する。

同じ － － 千円 － 円

宿日直手当

●一般の宿日直：4,200円/回

●特別の宿日直

　 ①医師：20,000円/回

　 ②獣医師等：10,000円/回

　 ③人工授精師：7,200円/回

※勤務時間が5時間未満の場合は、

100分の50を乗じて得た額

同じ － － 千円 － 円

管理職手当

●一般行政職の場合 （給料に対する

支給割合）

　①部長：33,200円

　②課（所・室）長：23,800円

　③主幹､現地機関の長等：15,900円

※平成19年4月1日より定額化を実施

しており、定額化後の手当額が平成19

年3月31日現在の手当額に達しない

場合は、経過措置によりその差額を平

成22年度まで段階的に縮小して支給

する。

同じ － 294 千円 294,000 円

●交通機関等利用者

・運賃相当額に応じ月額55,000円まで

●自動車等使用者

・片道２㎞以上の使用者に対し距離に

応じ月額2,000円から月額24,500円ま

で

同じ － 738 千円 105,486 円

手当名 内容及び支給単価

国の制度と

の同異

国の制度と

異なる内容

支給実績 支給職員1人あたり

（平成20年度決算） 平均支給年額

（平成20年度決算）

扶養手当

●配偶者：月額13,000円

●その他の扶養親族：月額6,000円

・配偶者がない場合、そのうち１人は

11,000円

・扶養親族でない配偶者がある場合、

そのうち１人は6,500円

●16歳から22歳の間にある子につい

ては、当該年度中は額5,000円を加算

同じ － 1,848 千円 462,000 円

住居手当

●借家・借間に係る手当

・月額12,000円を超える家賃を負担し

ている職員に対し家賃額に応じ月額

27,000円まで

●自宅に係る手当

・月額2,500円（新築又は購入の日か

ら５年間）　H21.12から廃止

同じ － 30 千円 30

支給実績（平成19年度決算） 1,783 千円

職員1人当たり平均支給年額（平成19年度決算） 255 千円

支給実績（平成20年度決算） 2,062 千円

職員1人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 344 千円
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